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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

(注)１. 平成17年４月期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておません。 

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権を発行しておりますが、当社は非上場であり、

期中平均株価の算定が困難なため記載しておりません。 

回次 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期 

決算年月 平成15年４月 平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月 平成19年４月 

売上高（千円） ― ― 2,284,787 2,856,207 2,820,441 

経常利益（千円） ― ― 185,049 348,896 338,060 

当期純利益（千円） ― ― 106,755 213,069 118,943 

純資産額（千円） ― ― 1,976,063 2,239,057 2,324,942 

総資産額（千円） ― ― 3,055,907 3,338,835 3,229,069 

１株当たり純資産額（円） ― ― 2,824,521.32 3,177,289.48 3,334,723.64 

１株当たり当期純利益（円） ― ― 152,549.14 276,115.51 170,522.75 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益（円） 
― ― ― ― ― 

自己資本比率（％） ― ― 64.7 67.1 71.1 

自己資本利益率（％） ― ― 5.5 10.1 5.2 

株価収益率（倍） ― ― ― ― ― 

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円） 
― ― 8,880 481,882 199,539 

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円） 
― ― △23,188 △25,177 △236,213 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円） 
― ― △223,801 △206,115 △225,360 

現金及び現金同等物の期末残高

（千円） 
― ― 322,094 572,743 313,685 

従業員数 

（ほか、平均臨時雇用人数）

(名） 

― 

(―) 

― 

(―) 

114 

(30) 

117 

(28) 

124 

(24) 



(2）提出会社の経営指標等 

(注)１. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２. 持分法を適用した場合の投資利益については、平成16年４月期までは関連会社がないため、平成17年４月期以後

は連結務諸表を作成しているため記載しておりません。 

 ３. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、平成16年４月期までは潜在株式が存在しないため記載して

おりません。また、平成17年４月期より、新株予約権を発行しておりますが、当社は非上場であり、期中平均

株価の算定が困難なため記載しておりません。 

４. 平成17年４月期より以後の、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活

動によるキャッシュ・フロー及び現金同等物の期末残高については、連結財務諸表を作成しているため記載して

おりません。 

回次 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期 

決算年月 平成15年４月 平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月 平成19年４月 

売上高（千円） 999,252 2,720,751 2,276,331 2,812,115 2,786,487 

経常利益（千円） 1,281 348,411 180,487 338,144 329,139 

当期純利益（千円） 6,450 193,741 103,989 206,901 114,590 

持分法を適用した場合の投資利

益（千円） 
― ― ― ― ― 

資本金（千円） 1,005,400 1,005,400 1,005,400 1,005,400 1,005,400 

発行済株式総数（株） 733.28 733.28 733.28 733.28 733.28 

純資産額（千円） 1,696,332 1,923,385 1,973,045 2,226,636 2,277,540 

総資産額（千円） 3,088,127 3,350,466 3,032,128 3,297,816 3,180,306 

１株当たり純資産額（円） 2,414,529.79 2,718,920.31 2,820,200.29 3,159,505.78 3,266,734.10 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当額）(円）

― 

(―) 

30,000.00 

（―） 

― 

(―) 

30,000.00 

(―)  

30,000.00 

(―)   

１株当たり当期純利益（円） 9,358.78 247,871.52 148,596.85 267,295.50 164,282.56 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益（円） 
― ― ― ― ― 

自己資本比率（％） 54.9 57.4 65.1 67.5 71.6 

自己資本利益率（％） 0.4 10.7 5.3 9.9 5.1 

株価収益率（倍） ― ― ― ― ― 

配当性向（％） ― 12.1 ― 11.2 18.3 

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円） 
135,583 300,710 ― ― ― 

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円） 
57,177 3,936 ― ― ― 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円） 
△3,286,317 △211,400 ― ― ― 

現金及び現金同等物の期末残高

（千円） 
473,056 560,265 ― ― ― 

従業員数 

（ほか、平均臨時雇用人数）(名)

93 

(28) 

100 

(27) 

99 

(30) 

102 

(28) 

109 

(24) 



２【沿革】 

 当社は、昭和62年11月に東京都中央区にてエヌビービーパースリース株式会社として設立され、リース事業を営ん

でおりましたが、平成14年２月にエヌピーエフ・パートナーズ有限会社と商号変更し、有価証券の保有及び運用等を

行っておりました。また、同年２月組織変更によりエヌピーエフ・パートナーズ株式会社となっております。 

 当社は公開買付により、旧ユーエイチティー株式会社の株式を取得して子会社とし、平成14年11月に同社を吸収合

併し、商号をＵＨＴ株式会社に変更しております。当社の事業内容は実質的に旧ユーエイチティー株式会社の事業を

継承しておりますので、以下旧ユーエイチティー株式会社の事項を記載しております。 

 なお、旧ユーエイチティー株式会社は昭和63年５月１日に、潮工業株式会社、株式会社ウシオ研磨研究所、株式会

社ノトウシオ、株式会社ユーメック（潮工業株式会社以下４社は同日付解散）を吸収合併すると共に、商号をウシオ

エアーツール株式会社からウシオ株式会社に変更をし、その後平成４年８月に商号をユーエイチティー株式会社に変

更いたしました。 

 従いまして、昭和63年の合併以前に関する記載事項は、特に断りのない限り、旧ユーエイチティー株式会社につい

て記載しております。 

昭和37年10月 名古屋市南区に、プレス金型の製造・販売を目的に潮工業有限会社（資本金500千円）を設立 

昭和38年９月 潮工業有限会社は、本社を愛知県愛知郡日進町に移転 

昭和42年５月 潮工業有限会社は、販売部門を分離して、愛知県愛知郡日進町に柿本産業株式会社（資本金1,000

千円）を設立 

昭和46年９月 潮工業有限会社は、愛知県愛知郡東郷町に本社工場を移設 

昭和47年10月 柿本産業株式会社の商号をウシオエアーツール株式会社に変更 

昭和48年１月 愛知県愛知郡日進町に、砥石及び刃具の開発・製品化を目的に株式会社ウシオ研磨研究所（資本金

1,500千円）を設立 

昭和48年３月 ウシオエアーツール株式会社は、本社を愛知県愛知郡東郷町に移転 

昭和58年８月 石川県羽咋郡志賀町に、空圧工具の部品量産を目的に株式会社ノトウシオ（資本金10,000千円）を

設立 

昭和58年10月 愛知県愛知郡日進町に、数値制御装置の研究開発を目的とする株式会社ユーメック（資本金3,000

千円）を設立 

昭和59年４月 株式会社ノトウシオは、石川県羽咋郡志賀町に本社工場（現当社能登工場）を建設 

昭和62年12月 潮工業有限会社は、潮工業株式会社に組織変更 

昭和63年５月 ウシオエアーツール株式会社は、潮工業株式会社、株式会社ウシオ研磨研究所、株式会社ノトウシ

オ及び株式会社ユーメックの４社を吸収合併のうえ、ウシオ株式会社に商号変更 

昭和63年10月 グリーンシート基板穿孔機増産のため名古屋工場（現本社工場）を増築 

昭和63年12月 金沢研究所を金沢市長田に、新製品の研究開発の集中化を目的に設置 

平成２年１月 能登工場を増築 

平成２年２月 金沢研究所を金沢市示野町西３番地に移転 

平成２年11月 日本証券業協会の店頭売買銘柄に登録 

平成３年４月 金沢研究所を金沢市示野町に移転し、社屋建設 

平成３年７月 本店所在地を名古屋市中区に移転 

平成４年８月 商号をＵＨＴ株式会社（登記上ユーエイチティー株式会社）に変更 

平成９年８月 金沢研究所を金沢開発センターに名称変更 

平成10年11月 金沢開発センター内に「フューチャー・イン」（開発のための機械組立工場）設置 

平成11年７月 本店所在地を愛知県愛知郡東郷町に移転 

平成14年３月 当社（エヌピーエフ・パートナーズ株式会社）は、マネジメント・バイ・アウト（ＭＢＯ）の一環

として旧ユーエイチティー株式の公開買付を行った 

平成14年７月 定時株主総会において当社（旧エヌピーエフ・パートナーズ株式会社）が存続会社として合併承認

平成14年10月 株式店頭登録を廃止 

平成14年11月 旧ユーエイチティー株式会社は、当社に吸収合併され消滅 

当社は、商号をＵＨＴ株式会社と変更し、旧ユーエイチティー株式会社の資産・負債及び一切の権

利義務を継承（旧ユーエイチティー株式会社が実質的な存続会社となる） 

平成15年６月  中国北京市に合弁により子会社北京優鎰特機械有限公司（北京ＵＨＴ）を設立  



３【事業の内容】 

 当社は、有価証券の投資、運用を営んでおりましたが、平成14年11月１日付をもって当社の子会社であったユーエ

イチティー株式会社を吸収合併し、主たる事業を精機製品・機器製品・機電製品の製造、販売に変更しております。

 当社グループ（当社及び当社の子会社）は、当社・子会社１社より構成されており、事業内容は次のとおりであり

ます。 

 なお、事業の種類別セグメント情報を記載していないため、生産品目別に記載しております。 

 これらの品目の製造・販売を系統図によって示すと次のとおりであります。 

 （注）１．外注加工は、メッキ・表面硬化処理のほか、機電製品の組立てを一部外注委託しております。 

２．当社グループの製品販売は、精機製品については代理店、販売店を通じて行い、機器製品及び機電製品に

ついては、ユーザーに直接販売を行っています。輸出については、直接又は国外販売店による販売の他、

輸出商社を通じて販売しています。 

精機製品… 当社及び北京優鎰特機械有限公司で製造・販売 

    空圧工具 （エアーグラインダー、マイクロスピンドル、研磨ユニット等） 

 
  先端工具 （カップ砥石、軸付砥石、ポリパー、ニューソフトラップ等） 

 
  空圧パーツ及び修理 （空圧工具用パーツ、エアーグラインダー修理） 

機器製品… 当社で製造・販売 

    ユニット （パンチングマシン用パンチユニット） 

 
  金型 （パンチングマシン用パンチ、ダイ、ギャング金型等） 

 
  機電パーツ （その他機電製品用パーツ） 

機電製品… 当社で製造・販売 

    プリント基板基準穴穿

孔機 
（プリント基板基準穴ドリリングマシン、パンチングマシン等） 

 
  

超高速自動穿孔機 （セラミックグリーンシート及びフレキシブル基板用パンチングマシン

等） 

 
  切断機 （セラミックグリーンシート切断機） 

 
  周辺装置 （自動化搬送装置、検査装置等） 



（当社と親会社との関連） 

 当社の親会社は、野村プリンシパル・ファイナンス株式会社であり、当社の株式 468株を保有しております。 

 野村プリンシパル・ファイナンス株式会社は、投融資事業を営んでおり、平成14年３月の旧ユーエイチティー株式

会社におけるマネジメント・バイ・アウトの一環として当社の親会社となったものであり、当社グループの事業とは

直接関連はありません。 

 関係を図示すると、次のような事業系統図となります。 

４【関係会社の状況】 

 （注）１．野村ホールディングス㈱は、有価証券報告書の提出会社であります。 

    ２．( )内は、間接被所有割合で内書きであります。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業
の 内容 

議決権の所有又は
被所有割合（％） 

関係内容 

（親会社）          

野村プリンシパル・

ファイナンス㈱ 
東京都千代田区 8,935 投融資業 被所有  69.23 役員の兼任1名 

（親会社）          

野村ホールディング

ス㈱ 

  

東京都中央区 182,800 持株会社 
被所有  69.23 

     (69.23) 
─── 

（連結子会社）          

北京優鎰特機械有限

公司 

中華人民共和国

北京市 
35 

精機製品の

製造・販売 
60.00 

当社から部品を購

入し、主に中国商

社向けに精機製品

の製造・販売をし

ている。 

役員の兼任２名 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外部への出向者は除き、グループ外からの出向者を含むほ 

   か、常用パートを含む）であり、臨時雇用者数（季節工、パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む、

   常用パートは除く。）は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．当社グループの事業は、「精機製品、機器製品、機電製品事業」並びにこれらに付帯する業務の単一事業であ

りますので、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

(2) 提出会社の状況 

（注）１．従業員数は、就業人員であります。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．従業員数欄の（ ）は、臨時従業員の年間平均雇用人員（外数）であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年４月30日現在 

 従業員数（名）   124 (24) 

  平成19年４月30日現在

従業員数（名） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

109 

(24) 
37.9 11.8 5,255 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

 (1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国の経済は、好業績企業を中心として積極的な設備投資や輸出の増加などによっ

て、景気回復が継続しました。 

一方、当社グル－プの主要取引先であるアジア経済におきましては、中国が好調な輸出や設備投資を背景とする

高い成長率を維持し、韓国や台湾におきましても順調に推移しました。 

  このような環境のなかで、当社グル－プはエアーグラインダー等の精機製品は、国内外とも横ばいで推移をい

たしました。機電製品につきましては、前下半期からの設備投資の活況を受けたことや、新製品の投入も効を奏

し堅調に推移いたしました。 

  今後は、競争力のある新製品の市場投入や、世界の生産拠点として発展をしてきた中国の動向などが、当社グ

ル－プの業績に影響を及ぼすものと思われます。 

  当連結会計年度における損益につきましては、売上高は２８億２千万円（前連結会計年度比1.3％減）、営業

利益は３億３千８百万円（前連結会計年度比4.8％減）となりました。経常利益は、３億３千８百万円（前連結

会計年度比3.1％減）、当期純利益は１億１千８百万円（前連結会計年度比44.2％減）を計上いたしました 

 

製品別の概況は、次のとおりであります。 

精機製品 

 工業用エアーグラインダー等空圧工具は、価格面において競争が激しくなるなか、横ばいで推移いたしまし

た。 

 その結果、当社グル－プの精機製品の売上高は、７億８千５百万円（前連結会計年度比1.4％減）となりまし

た。 

機器製品 

 金型やユニットおよびブレード等の消耗品は、国内の金型等の落ち込みがあり低調に推移いたしました。 

 その結果、当社グル－プの機器製品の売上高は、３億９千５百万円（前連結会計年度比9.9％減）となりまし

た。 

 

機電製品 

 プリント基板基準穴穿孔機は、前期に比べて大幅に減少しましたが、超高速自動穿孔機は、レーザーの新製品

投入等が効果を示し堅調に推移いたしました。また、切断機もコンデンサーの需要が活発化したため増加いたし

ました。 

 その結果、当社グル－プの機電製品の売上高は、１６億４千万円（前連結会計年度比1.2％増）となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ、２億５千

９百万円減少し、当連結会計年度末には３億１千３百万円（前連結会計年度比45.2%減）となりました。当連結会

計年度における各キャッシュ・フローの状況とこれらの要因は以下のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 当連結会計年度における営業活動による資金の増加は、前連結会計年度に比べて２億８千２百万円減少し、１

億９千９百万円となりました。 

 これは、主に法人税支払１億９千万円（前連結会計年度比１億６千９百万円増）があったことによるものであ

ります。 

 

  



（投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 当連結会計年度における投資活動による資金の減少は、２億３千６百万円（前連結会計年度比２億１千１百万

円増）となりました。 

 これは、主に定期預金の預入による支出２億円と有形固定資産の取得による支出３千５百万円による資金の減

少があったことによるものであります。    

 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 当連結会計年度における財務活動による資金の減少は、２億２千５百万円（前連結会計年度比１千９百万円

増）となりました。 

 これは、主に長期借入金の返済による支出１億５千万円円及び配当金の支払い２千万円による資金の減少があ

ったことによるものであります。  



２【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループの事業は、「精機製品、機器製品、機電製品」事業並びにこれらに付帯する業務の単一事業であり

ますので、製品区分別に記載しております。 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を製品区分別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は販売価格で記載しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当連結会計年度の受注状況を製品区分別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．数量については製品種類が多岐にわたるために記載を省略しております。 

２．金額は販売価格で記載しております。 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

４．精機製品及び機器製品につきましては、受注生産を行っていないため、記載を省略しております。 

５．機電製品につきましては、大部分受注生産でありますが、一部は見込生産も行っております。 

製品区分 生産高（千円） 前年同期比（％） 

 精機製品 734,177 109.1 

 機器製品 365,007 88.6 

 機電製品 1,749,112 116.1 

合計 2,848,297 109.9 

製品区分 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

 (機電製品）        

プリント基板基準穴穿孔機 242,066 45.8 45,750 73.5 

超高速自動穿孔機 712,177 92.4 181,680 52.0 

切断機 350,840 114.7 108,990 237.7 

周辺装置 191,320 151.9 37,490 62.7 

合計 1,496,405 86.4 373,910 72.2 



(3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を製品区分別に示すと次のとおりであります。 

（注）１．数量については取扱製品種類が多岐にわたるために記載を省略しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

製品区分 販売高（千円） 前年同期比（％） 

 精機製品    

空圧工具 520,493 95.7 

先端工具 120,312 111.5 

空圧パーツ及び修理  144,426 99.5 

小計 785,231 98.6 

 機器製品    

ユニット 50,307 99.2 

金型 267,150 90.7 

機電パーツ 77,716 83.3 

小計 395,174 90.1 

 機電製品    

プリント基板基準穴穿孔機 258,586 52.3 

超高速自動穿孔機 880,127 122.9 

切断機 287,700 104.6 

周辺装置 213,620 158.5 

小計 1,640,035 101.2 

合計 2,820,441 98.7 



３【対処すべき課題】 

今後のわが国経済見通しにつきましては、原油を初めとする原材料価格の高騰、金利の上昇等懸念される材料は

あるものの、企業業績好転により民間設備投資の堅調が見込まれることから、景気回復基調に大きな変化はないも

のと期待しております。 

 当社グループではこのような環境におきまして、「スモール・リッチ・カンパニー」を目指し、会社法に基づく

内部統制の構築、人材育成、社内体制の再構築を実施していくと共に、競争力のある高品質な商品を積極的に開発

し、トータルリードタイムの短縮とコスト削減により、顧客に確かな価値のある商品を提供し、キャッシュフロー

の充実と業績向上に努めてまいります。 

４【事業等のリスク】 

 文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において、当社グループが判断したものであり

ます。 

（１）ＩＴ関連電子部品業界の動向  

当社グループの主要な販売先でありますＩＴ関連電子部品業界は、製品市況が大きく変動し、過去において振

幅の大きな好況・不況の循環を繰り返してきました。それに伴い、同業界の設備投資は大幅な伸長、削減を繰り

返し、当社グループの業績にも影響を及ぼす状況となっております。 

 今後の同業界の設備投資動向によっては、当社グループの経営成績、財務状況に大きな影響を与える場合があ

ります。 

（２）新製品開発力 

当社グループの競争力の源泉は、ユーザーニーズに適合する高品質で高性能な製品を開発し、提供することに

あります。しかしながら、当社グループが、ユーザーニーズの変化に対応した新製品に対し、迅速な開発が確実

に持続できない場合には、当社グループの経営成績、財務状況に大きな影響を与える場合があります。 

（３）市場競争の激化 

ここ数年、当社グループの製品と同様の製品を取り扱う国内外の競合会社との間で競合が激化し、価格競争も

激しくなっております。このような中で当社グループは、品質、性能面等での優位性を発揮し、競合他社との差

別化を図っております。 

 しかしながら、競合他社が当社グループの製品を、品質、性能面等で凌ぐ製品を開発、販売した場合や想定を

超えた販売価格の下落が発生した場合には、当社グループの経営成績、財務状況に影響を与える場合がありま

す。 

 (４） 国際情勢全般に関するリスク 

当社グループは、台湾、中国、韓国等の東アジアや米国等向けの海外売上が多く、平成19年４月期において

は、海外売上比率は47.3％となっております。また、中国には、精機製品の製造・販売を目的とした子会社であ

る北京ＵＨＴが存在します。 

 これら海外における事業活動においては、以下のようないくつかのリスクが内在しております。 

 ① 予期しない制度、法律または規制の制定・変更 

 ② 当社グループにとって不利な政治または経済要因の発生 

 ③ 移転価格税制リスク等の国際税務リスク 

 ④ テロ、戦争、天災、その他の要因による社会的混乱 

このような事象が発生した場合、当社グループの経営成績、財務状況に影響を与える場合があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 当社は平成19年４月17日に野村プリンシパル・ファイナンス株式会社が保有するすべての自己の株式（468株）

を取得することに合意し、同社と覚書を締結いたしました。 



６【研究開発活動】 

当社グループの研究開発は、当社開発部のもと金沢開発センターと本社工場で取り組んでおります。 

 開発部は、「技術開発課」「応用開発課」「開発制御課」で構成され、多様化するユーザーニーズに対応でき

る、次世代の新商品開発を進めております。 

 研究開発テーマにつきましては、衆知を集めて卓越した構想力で新商品を開発し、顧客の利益に直結する商品を

提供し続け、新世紀を目指した開発システム革新と構築を方針としております。 

 なお、当連結会計年度における研究開発費は、２億４千４百万円であります。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において、当社グループが判断したものでありま

す。 

（1）財政状態 

 （ 資産 ） 

資産合計は、３２億２千９百万円となり、うち流動資産は１８億８千６百万円で、主なものは現金及び預金

４億２千５百万円、売掛金４億８千７百万円、たな卸資産６億４千６百万円であります。固定資産は有形固定

資産が９億６千９百万円で、主なものは建物３億９千２百万円、機械装置８千５百万円及び土地４億３千６百

万円であります。無形固定資産は１千５百万円で、主なものはソフトウエア１千万円であります。投資その他

の資産は、３億５千７百万円で、主なものは投資有価証券２億４千６百万円、その他の保険積立金１億７百万

円であります。 

 （ 負債 ） 

負債合計は、９億４百万円となり、うち流動負債は５億３千３百万円となり、主なものは１年内返済予定長

期借入金１億５千万円、買掛金８千４百万円であります。固定負債は３億７千１百万円で、主なものは役員退

職引当金１億７千２百万円、長期借入金１億５千万円であります。 

 （ 純資産 ） 

純資産は２３億２千４百万円で、自己資本比率は71.1%、１株当たり純資産額は3,334,723円となりました。

（2）経営成績 

売上高は、２８億２千万円であります。売上原価は、１６億６千５百万円で売上高に対する比率は59.0％

となり、売上総利益は１１億５千５百万円で売上高に対する比率は41.0％となりました。販売費及び一般管

理費は８億１千６百万円で売上高に対する比率は28.9％となりました。その結果、営業利益は３億３千８百

万円で売上高に対する比率は12.0％となりました。 

 営業外収益は１千９百万円、営業外費用は２千万円で主なものは支払利息９百万円であります。その結

果、経常利益は３億３千８百万円で売上高に対する比率は12.0％となりました。 

 特別損益の主なものは、貸倒引当金繰入額３百万円、固定資産除却損１百万円であります。 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率は62.8％となりました。 

 この結果、当期純利益は少数株主利益５百万円を控除して１億１千８百万円となり、売上高に対する比率

は4.2％となりました。また、１株当たり当期純利益は170,522円となりました。 

 (3) 資本の財源及び資金の流動性 

当連結会計年度においてのキャッシュ・フローは現金及び現金同等物の前連結会計年度末残高は期首残高

より２億５千９百万円減少し３億１千３百万円となりました。これは主に定期預金の預入や法人税等の支払

によるものです。 

 (4) 経営者の問題意識と今後の方針 

当社は、マーケティング力を強化し、競争力のある魅力的な商品を創り、生産体制の再構築や生産技術の

強化により高品質な商品を維持し続け、顧客と約束をした納期を厳守していくことを最大の課題と位置づ

け、更なる新規顧客の開拓、新製品開発や拡販に注力していくためにキャッシュ・フローを高め、資金の留

保に努めて今後の経営に取り組んでいく方針であります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の総額は、３千５百万円で、これらの投資は生産効率の充実を図る

ための、金型等の購入などであります。 

 なお、当連結会計年度中に生産能力に影響を及ぼすような重要な設備の除却等はありません。 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

当社は、本社のほか、国内に２ヵ所の工場を有しております。 

その主要な設備は以下のとおりであります。 

（注）１．その他は、工具・器具及び備品であります。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）在外子会社 

（注）１．その他は、工具・器具及び備品であります。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．土地及び建物の一部を連結会社以外から賃借しております。年間賃借料は992千円であり、賃借している土地

の面積については、［ ］で外書しております。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 該当事項はありません。 

事業所 
（所在地） 

生産品目又は利
用目的 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数
（名） 

建物及び  
構築物 
（千円） 

機械装置  
及び運搬具 
（千円） 

土地 
（千円） 
（面積㎡） 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

本社工場 

（愛知県愛知郡東郷町） 

精機・機器・機

電製品の組立 
生産設備 52,510 7,506 

62,411 

(1,640.00) 
13,689 136,118 19 

能登工場 

（石川県羽咋郡志賀町） 

精機・機器・機

電製品の部品加

工 

生産設備 98,887 69,319 
34,258 

(5,848.00) 
19,195 221,661 32 

金沢開発センター 

（石川県金沢市示野町） 
研 究 開 発  研究設備 148,103 2,202 

260,505 

(3,351.05) 
3,656 414,467 27 

 本社 

 （愛知県愛知郡東郷町） 

全般的管理業

務・販売業務 
 統括施設 27,293 ― 

31,205 

(820.00) 
1,911 60,410 31 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

生産品目又
は利用目的 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（名） 

建物及び
構築物 
（千円） 

機械装置及
び運搬具 
（千円） 

土地 
（千円） 
(面積㎡) 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

北京優鎰特機

械有限公司 

本社 

(中国北京市) 

精機製品の

組立 
生産設備 15,454 7,988 

  

― 

[1,570] 

1,901 25,344 16 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

当社は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。  

 平成16年12月27日 臨時株主総会決議 

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は１株であります。 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により

生ずる1円未満の端数は切り上げることとしております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 2,500 

計 2,500 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 

（平成19年４月30日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成19年７月27日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 733.28 733.28 非上場 － 

計 733.28 733.28 － － 

 
事業年度末現在 

（平成19年４月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年６月30日） 

新株予約権の数（個） 126 126 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 126 126 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3,300,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年２月１日 

至 平成26年12月26日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

3,300,000 

1,650,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 平成16年12月27日開催の臨時株主

総会及びその後の取締役会決議に基

づき、当社と割当を受けた者との間

で個別に締結する「新株予約権割当

契約」に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
  新株予約権を譲渡するには取締役

会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項 
 －  － 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率



３．新株予約権発行後、当社が調整前の行使価額を下回る価額で新株式の発行または当社が保有する自己株式の

処分（但し、新株予約権の行使により新株式を発行または自己株式を処分する場合を除く）を行う場合は、

次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

(3）【ライツプランの内容】 

    買収防衛策の一環として発行している新株予約権はありません。  

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．平成14年７月26日開催の定時株主総会決議による資本準備金の取崩であります。 

２．平成14年11月１日の合併に際し、旧ユーエイチティー株式会社の普通株式5,000株に対し当社の株式１ 

  株の割合で普通株式59.28株を発行し、合併期日前日の最終の旧ユーエイチティー株式会社の株主に対 

  し、割当交付しております。 

  

 

   既発行株式数  × 調整前行使価額 ＋

新規発行株式数(または処分する自己株

式数) × １株当たり払込金額(または１

株当たりの処分価額) 

調整後行使価額  ＝         

     既発行株式数  ＋ 新規発行株式数(または処分する自己株式数) 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年７月27日

（注）１ 
－ 674.00 － 1,005,400 △744,890 251,350 

平成14年11月１日

（注）２ 
59.28 733.28 － 1,005,400 － 251,350 



(5）【所有者別状況】 

（注）１．自己株式 36.09株は、「個人その他」に36株、「端株の状況」に0.09株含まれております。 

２．上記「その他法人」及び「端株の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ2株及び   

0.72株含まれております。 

(6）【大株主の状況】 

（注）自己株式 36.09株(4.92%)は、上記の大株主の状況からは除いております。      

  

  平成19年４月30日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況
（株） 政府及び

地方公共
団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数

（人） 
－ 2 － 6 3   30 41 ― 

所有株式数

（株） 
－ 40 － 489 3   182 714 19.28

所有株式数

の割合

（％） 

－ 5.60 － 68.48 0.42   25.49 100.00 ― 

  平成19年４月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

野村プリンシパル・ファイナ
ンス株式会社 

東京都千代田区大手町２丁目２番２号 468 63.82 

岡田 正博 名古屋市天白区 45 6.14 

株式会社北國銀行 金沢市下堤町１ 30 4.09 

松本 二三秋 名古屋市天白区 30 4.09 

八十田 寿 石川県鹿島郡鹿西町 15 2.05 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 10 1.36 

ＮＥＸＴ Ｉ＆Ｄ 株式会社 名古屋市天白区中平１-410 10 1.36 

井上 明正 岐阜県各務原市 10 1.36 

曽根 康正 岐阜県多治見市 10 1.36 

ＵＨＴ社員持株会 愛知県愛知郡東郷町春木下鏡田446-268 8 1.09 

計 － 636 86.73 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2株含まれております。 

なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数2個が含まれておりません。 

  

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

 当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社の業績と対象者の受ける利益とを連動さ

せることにより、対象者の利益と株主の利益を可及的に一致させ、当社の業績向上に対する意欲や士気をより一層

高めるとともに、優秀な人材を確保することにより、当社の健全な経営と着実な発展を図ることを目的とし、当社

が対象者として選択した新株予約権の発行時に在籍する当社の取締役、監査役および従業員（対象者）に対して、

特に有利な条件をもって無償で新株予約権を発行することを、平成16年12月27日に開催された臨時株主総会におい

て特別決議されたものであります。 

  平成19年４月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

 普通株式   36 
－ －  

完全議決権株式（その他）  普通株式   678 676 －  

端株  普通株式 19.28 － －  

発行済株式総数 733.28 － － 

総株主の議決権 － 676 － 

  平成19年４月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ＵＨＴ株式会社 

愛知県愛知郡東郷町

大字春木字下鏡田

446－268 

36 － 36 4.92 

計 ― 36 － 36 4.92 



（平成16年12月27日臨時株主総会決議） 

１．新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生

ずる1円未満の端数は切り上げることとしております。 

２．新株予約権発行後、当社が調整前の行使価額を下回る価額で新株式の発行または当社が保有する自己株式の処分

（但し、新株予約権の行使により新株式を発行または自己株式を処分する場合を除く）を行う場合は、次の算式

により行使価額を調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げることとしております。 

決議年月日 平成16年12月27日 

付与対象者の区分及び人数（名） 

当社取締役 ５ 

当社監査役 ３ 

当社従業員 20 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 126 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3,300,000 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年２月１日 

至 平成26年12月26日 

新株予約権の行使の条件 

  平成16年12月27日開催の臨時株主総会及びその後の取

締役会決議に基づき、当社と割当を受けた者との間で個

別に締結する「新株予約権割当契約」に定めるところに

よる。 

新株予約権の譲渡に関する事項   新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項  － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率

調整後行使価額 ＝ 

既発行 

株式数 
 × 

 調整前 

行使価額
＋ 

新規発行株式数(または

処分する自己株式数) )
× 

１株当たり払込金額（または

１株当たりの処分金額）  

 既発行株式数 ＋  新規発行株式数(または処分する自己株式数) 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第220条ノ６および「会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」第86条 

         第１項の規定に基づく端株の買取請求による普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

   該当事項はありません。 

  

（2）【取締役会決議による取得の状況】 

   該当事項はありません。 

  

 （3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

   （注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月30日からこの有価証券報告書提出日までの端株買 

      取による株式は含まれておりません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

   （注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月30日からこの有価証券報告書提出日までの端株買 

      取による株式は含まれておりません。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

株主総会（平成－年－月－日）での決議状況 

（取得期間 平成－年－月－日～平成－年－月－日） 
― ― 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 1.22 4,026,000 

残存授権株式の総数及び価額の総額 ― ― 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） ― ― 

当期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合（％） ― ― 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取

得自己株式 
― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株

式 
― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係

る移転を行った取得自己株式 
― ― ― ― 

その他 

（－） 
― ― ― ― 

保有自己株式数 36.09 ― 36.09 ― 



３【配当政策】 

当社の利益配分につきましては、株主各位への利益還元を経営の最重要政策の一つと位置付け、将来の安定的な

利益確保のために内部留保を充実させ、可能な限りにおいて安定した配当を継続することを第一とし、業績に応じ

た利益配分を行うことを基本方針としております。 

 当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本方針としております。配当の決定機関は、株主総会でありま

す。 

 内部留保金の使途につきましては、今後の事業展開への備えと設備投資資金として投入していくこととしており

ます。 

 当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき、１株当たり普通配当金30,000円と実施することを決定し

ました。 

  

 なお、 当事業年度に係る剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

  決議年月日     平成19年７月27日 定時株主総会決議 

  配当金の総額    20,915,700円 

  １株当たり配当額  30,000円 

４【株価の推移】 

 当社株式は、非上場であり、該当事項はありません。 



５【役員の状況】 

役名  職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
（株） 

取締役会長 

(代表取締役) 
  岡田 正博 昭和23年６月７日生 

昭和47年４月 五味屋㈱（現、㈱ジーネット）入社 

昭和62年４月 ユーエイチティー㈱入社 

昭和62年６月 同社取締役 

平成元年８月 同社常務取締役 

平成４年８月 同社営業本部長 

平成７年７月 同社専務取締役 

平成11年７月 同社代表取締役社長 

平成14年11月 当社代表取締役社長兼営業本部長 

平成15年８月 当社代表取締役社長 

平成19年７月 当社代表取締役会長（現任） 

(注）

2  
45 

取締役社長 

 (代表取締役) 
  松本 二三秋 昭和23年９月29日生 

昭和46年４月 北商㈱入社 

昭和49年10月 志賀窯業協同組合入社 

昭和58年２月 平鍛造㈱入社 

昭和59年２月 ㈱ノトウシオ入社 

昭和59年９月 同社取締役 

昭和63年５月 ユーエイチティー㈱取締役 

平成元年８月 同社常務取締役 

平成３年６月 同社生産本部長兼製造部長 

平成５年10月 同社生産本部長 

平成７年２月 同社開発本部長 

平成８年８月 同社開発２部長 

平成10年８月 同社取締役兼能登工場長 

平成13年７月 同社常務取締役 

平成13年10月 同社生産本部長兼生産管理部長 

平成14年11月 当社常務取締役生産本部長兼生産管理部長 

平成15年８月 当社常務取締役製造部長 

平成19年７月 当社代表取締役社長（現任） 

(注）

2  
30 

常務取締役 開発部長 八十田 寿 昭和35年７月16日生 

昭和59年４月 ㈱ノトウシオ入社 

平成元年12月 ユーエイチティー㈱能登工場組立係長 

平成３年６月 同社生産本部製造部能登工場長 

平成10年８月 同社開発本部副本部長兼金沢開発センター部長 

平成13年７月 同社取締役兼開発本部長兼金沢開発センター所

長 

平成13年10月 同社開発本部長兼開発部長 

平成14年11月 当社取締役開発本部長兼開発部長 

平成15年８月 当社取締役開発部長 

平成19年７月 当社常務取締役開発部長（現任） 

(注）

2  
15 

取締役 総務部長 井上 明正 昭和23年１月３日生 

昭和58年２月 新白砂電機㈱（現テクノエース㈱）入社 

平成５年５月 ユーエイチティー㈱入社総務部経理課長 

平成７年１月 同社総務部次長兼経理課長 

平成８年８月 同社総務部長 

平成14年７月 同社取締役 

平成14年11月 当社取締役総務部長（現任） 

 (注）

2 
10 

取締役   曽根 康正 昭和34年６月８日生 

昭和64年１月 曽根公認会計士事務所開業（現任） 

平成３年７月 ユーエイチティー㈱取締役 

平成７年７月 同社 顧問 

平成10年７月 同社 取締役 

平成14年11月 当社取締役（現任） 

 (注）

2 
10 

 



（注）１．常勤監査役 谷口郁朗、監査役 山田八十、辻巻健太、高木慎治は、会社法第2条第16号に定める社外 

      監査役であります。 

 ２．平成19年7月27日開催の定時株主総会の終結の時から2年間。 

 ３．平成19年7月27日開催の定時株主総会の終結の時から4年間。 

役名  職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
（株） 

常勤監査役   谷口 郁朗 昭和９年２月19日生 

昭和31年４月 ㈱北國銀行入行 

昭和60年７月 同行東京支店長兼東京事務所長 

昭和63年６月 同行取締役人事部長 

平成４年６月 同行取締役資金証券部長 

平成５年６月 同行常務取締役資金証券部長 

平成６年６月 同行常勤監査役 

平成６年７月 ユーエイチティー㈱監査役 

平成12年６月 ㈱北國銀行監査役 

平成12年７月 ユーエイチティー㈱常勤監査役 

平成14年11月 当社常勤監査役（現任） 

 (注）

3  
1 

監査役   山田 八十 昭和７年12月７日生 

昭和30年３月 ㈱中央相互銀行（現、㈱愛知銀行）入行 

昭和49年２月 同行桜山支店長 

昭和55年２月 同行名古屋駅前支店長 

昭和58年10月 同行国際部長 

昭和62年６月 中日本総合信用㈱常務取締役 

平成５年10月 名古屋簡易裁判所民事調停委員 

平成６年７月 ユーエイチティー㈱監査役 

平成14年11月 

 平成17年９月 

当社監査役（現任） 

名古屋簡易裁判所民事司法委員（現任） 

(注）

3  
― 

監査役   辻巻 健太 昭和41年９月20日生 

平成４年４月 第一東京弁護士会登録 

平成９年６月 ハーバード・ロースクール修士課程卒業 

平成10年１月 ニューヨーク州弁護士（現任） 

平成10年２月 愛知県弁護士会移籍登録（現任） 

平成10年４月 辻巻総合法律事務所勤務（現任） 

平成12年７月 ユーエイチティー㈱監査役 

平成14年11月 当社監査役（現任） 

(注）

3  
3 

監査役   高木 慎治 昭和23年１月20日生 

昭和46年４月 野村證券㈱ 入社 

昭和60年４月 同社引受審査部 

平成８年12月 同社大阪公開引受部 

平成12年12月 野村プリンシパル・ファイナンス㈱へ出向 

（現任） 

平成14年２月 当社監査役（現任） 

(注）

3  
― 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

  当社は、企業規模に即したコーポレート・ガバナンスを実践し、社外取締役や社外監査役を選任し、経営の透

明性、健全性を高めることにより、経営状況について迅速且つ継続的に情報提供が可能な経営を実現していくこ

とを目指しております。 

  (内部統制環境) 

 当社の内部統制環境といたしましては、取締役会を軸に、社長以下、取締役や監査役による相互の監視機能を

確保しております。 

 定例取締役会は、法令で定められた事項や、その他経営に関する重要事項を決定する機関として位置づけてお

り、そのほか、常勤役員及び各部門長等で構成される「経営会議」を開催し、取締役会の重要決議事項の周知徹

底を図り、機動的な運営を可能とする経営体制をとっております。 

  (統制活動) 

 統制活動といたしましては、取締役会で決定した命令、指示の実施状況や年度経営方針実現のために必要な施

策の進捗状況について、経営会議等で確認する体制をとっておりますほか、安全管理や危機の想定と対応等につ

いて、意識を高めるべき注力をしております。 

  (経営監視のしくみ) 

 監査役につきましては、監査役会制度を採用し、取締役会やその他の重要な会議に出席し指摘助言を行うほ

か、業務執行状況、財産状況の調査及び監査を実施しております。また、会計監査人と連携を密にし、必要に応

じて意見交換、情報交換を実施し、監査の有効性、効率性を高めております。 

 (社外取締役及び社外監査役との資本的関係、取引関係等） 

 社外取締役とは人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありません。 

 社外監査役４名のうち１名は、当社の親会社である野村プリンシパル・ファイナンス株式会社の職員であり、

当社は、同社に対して支払手数料 4,620千円を支払っております。 

  (会計監査の状況) 

 当社は、監査法人トーマツとの間で監査契約を締結し、会計監査を受けております。当期において業務を担当

した公認会計士の氏名及び会計監査業務に係る補助者の構成は、以下のとおりであります。 

 業務を執行した公認会計士の氏名 

  指定社員 業務執行社員 岸沢修、瀧沢宏光 

 会計監査業務に係る補助者の構成 

  公認会計士 ２名、会計士補等 ７名、その他 ２名 

  (コンプライアンス) 

 コンプライアンスの確保は、当社及び当社グループの重要経営課題と位置づけ、定例取締役会でコンプライア

ンス要件について審議し実行するほか、必要に応じて弁護士、公認会計士に確認等をして、適切な経営が行われ

るように努めております。 

 

（２）役員報酬等の内容 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬等は以下のとおりであります。 

 役員報酬等：   

  取締役     79,200千円（うち社外取締役  5,800千円）  

  監査役     12,560千円（うち社外監査役 12,560千円）  

    計      91,760千円   

 なお、前事業年度の利益処分による賞与金の支払額は以下のとおりであります。 

 取締役に支払った賞与金         18,000千円 

 監査役に支払った賞与金         2,000千円 

 (注) 報酬等の額には、当事業年度に係る役員賞与引当金として計上した20,000千円（取締役５名 

    18,000千円、監査役３名2,000千円）を含めております。 

  

（３）監査報酬の内容 

当事業年度における監査法人トーマツに対する監査報酬は以下のとおりであります。 

 監査報酬： 

 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 

                  10,000千円 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の、連結財務諸表は「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）」

（以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年５月１日から平成18年４月30日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年５月１日から平成19年４月30日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の、財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則 (昭和38年大蔵省令第59号)」（以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年５月１日から平成18年４月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年５月１日から平成19年４月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２．監査証明について 

  当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年５月１日から平成18年４月30日ま

で）及び当連結会計年度（平成18年５月１日から平成19年４月30日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成

17年５月１日から平成18年４月30日まで）及び当事業年度（平成18年５月１日から平成19年４月30日まで）の財務

諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年４月30日） 
当連結会計年度 

（平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金     484,960     425,704   

２．受取手形及び売掛金 ※１   641,576     662,853   

３．有価証券     87,782     87,980   

４．たな卸資産     636,359     646,053   

５．繰延税金資産     61,274     57,611   

６．その他     4,968     7,512   

貸倒引当金     △1,034     △770   

流動資産合計     1,915,889 57.4   1,886,946 58.4 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産               

(1）建物及び構築物 ※２，３   423,400     405,404   

(2) 機械装置及び運搬
具 

※２   96,998     87,017   

(3）土地 ※３   436,274     436,274   

(4）その他 ※２   43,366     40,829   

有形固定資産合計     1,000,041 30.0   969,526 30.0 

２．無形固定資産               

無形固定資産合計     20,817 0.6   15,446 0.5 

３．投資その他の資産               

(1) 投資有価証券     284,544     246,028   

(2) 繰延税金資産     6,656     －   

(3）その他     110,891     114,258   

貸倒引当金     △6     △3,136   

投資その他の資産合
計 

    402,087 12.0   357,150 11.1 

固定資産合計     1,422,946 42.6   1,342,122 41.6 

資産合計     3,338,835 100.0   3,229,069 100.0 

               

 



   
前連結会計年度 

（平成18年４月30日） 
当連結会計年度 

（平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．買掛金     88,420     84,797   

２．短期借入金     448     －   

３．一年内返済予定長期
借入金 

※３   200,000     150,000   

４．未払法人税等     151,638     103,129   

５．賞与引当金     67,977     76,242   

 ６．役員賞与引当金     －     20,000   

７．その他     105,496     98,841   

流動負債合計     613,982 18.4   533,009 16.5 

Ⅱ 固定負債               

１．長期借入金 ※３   300,000     150,000   

２．退職給付引当金     3,582     4,114   

３．役員退職引当金     159,200     172,700   

４．繰延税金負債      －     44,302   

固定負債合計     462,782 13.9   371,116 11.5 

負債合計     1,076,764 32.2   904,126 28.0 

                

（少数株主持分）               

少数株主持分     23,014 0.7   － － 

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※４   1,005,400 30.1   － － 

Ⅱ 資本剰余金     818,429 24.5   － － 

Ⅲ 利益剰余金     474,826 14.2   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

    104,691 3.1   － － 

Ⅴ 為替換算調整勘定     1,224 0.0   － － 

Ⅵ 自己株式 ※５   △165,515 △5.0   － － 

資本合計     2,239,057 67.1   － － 

負債、少数株主持分及
び資本合計 

    3,338,835 100.0   － － 

               
 



   
前連結会計年度 

（平成18年４月30日） 
当連結会計年度 

（平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   1,005,400 31.1 

２．資本剰余金     － －   818,429 25.3 

３．利益剰余金     － －   552,817 17.1 

４．自己株式     － －   △169,541 △5.2 

  株主資本合計     － －   2,207,105 68.4 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価
差額金 

    － －   85,982 2.7 

２．為替換算調整勘定       －   2,729 0.1 

  評価・換算差額等合計     － －   88,712 2.7 

Ⅲ 少数株主持分     － －   29,124 0.9 

純資産合計     － －   2,324,942 72.0 

負債純資産合計     － －   3,229,069 100.0 

               



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     2,856,207 100.0   2,820,441 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,688,021 59.1   1,665,196 59.0 

売上総利益     1,168,186 40.9   1,155,245 41.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１、２   812,053 28.4   816,284 28.9 

営業利益     356,133 12.5   338,960 12.0 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   48     1,362     

２．受取配当金   1,536     2,183     

３．原子力立地給付金   2,021     2,046     

４．投資事業組合利益   5,384     2,199     

５．為替差益    2,625     6,335     

６．その他   7,284 18,901 0.6 5,838 19,965 0.7 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   13,194     9,686     

２．売上割引   6,634     6,410     

３．投資事業組合損失   4,908     4,768     

４．その他   1,400 26,138 0.9 0 20,865 0.7 

経常利益     348,896 12.2   338,060 12.0 

Ⅵ 特別利益               

１．貸倒引当金戻入益   78     273     

２．固定資産売却益 ※３ 62 140 0.0 － 273 0.0 

Ⅶ 特別損失               

１．固定資産除却損 ※４ 1,217     1,561     

２．貸倒引当金繰入   － 1,217 0.0 3,136 4,697 0.2 

税金等調整前当期純
利益 

    347,819 12.2   333,636 11.8 

法人税、住民税及び
事業税 

  164,200     142,267     

法人税等調整額   △33,480 130,720 4.6 67,319 209,586 7.4 

少数株主利益     4,030 0.1   5,106 0.2 

当期純利益     213,069 7.5   118,943 4.2 

               



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     818,429 

Ⅱ 資本剰余金期末残高     818,429 

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     261,757 

Ⅱ 利益剰余金増加高       

 当期純利益   213,069 213,069 

Ⅲ 利益剰余金期末残高     474,826 

       



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

 （注）平成18年７月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年４月30日 残高（千円） 1,005,400 818,429 474,826 △165,515 2,133,141 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）     △20,952   △20,952 

役員賞与（注）      △20,000   △20,000 

当期純利益     118,943   118,943 

自己株式の取得       △4,026 △4,026 

株主資本以外の項目の連結会計年度中
の変動額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額合計（千円）     77,990 △4,026 73,964 

平成19年４月30日 残高（千円） 1,005,400 818,429 552,817 △169,541 2,207,105 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年４月30日 残高（千円） 104,691 1,224 105,915 23,014 2,262,071 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）     －   △20,952 

役員賞与（注）      －   △20,000 

当期純利益     －   118,943 

自己株式の取得     －   △4,026 

株主資本以外の項目の連結会計年度中の
変動額（純額） 

△18,708 1,504 △17,203 6,109 △11,093 

連結会計年度中の変動額合計（千円） △18,708 1,504 △17,203 6,109 62,871 

平成19年４月30日 残高（千円） 85,982 2,729 88,712 29,124 2,324,942 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税金等調整前当期純利益   347,819 333,636 

減価償却費   73,342 70,575 

貸倒引当金の増減額（減少：△）   265 2,862 

賞与引当金の増減額（減少：△）   7,999 8,264 

役員賞与引当金の増減額（減少：△）   － 20,000 

退職給付引当金の増減額（減少：△）   △1,231 532 

役員退職引当金の増減額（減少：△）   13,400 13,500 

受取利息及び受取配当金   △1,584 △3,546 

支払利息   13,194 9,686 

有形固定資産売却益   △62 ― 

有形固定資産除却損   1,217 1,561 

売上債権の増減額（増加：△）   △137,594 △18,001 

たな卸資産の増減額（増加：△）   145,379 △9,078 

その他流動資産の増減額（増加：△）   1,219 △3,463 

仕入債務の増減額（減少：△）   21,154 △6,141 

未払消費税の増減額（減少：△）   14,640 △13,952 

その他流動負債の増減額（減少：△）   14,675 6,994 

役員賞与の支払額   ― △20,000 

その他    △363 1,980 

小計   513,471 395,410 

利息及び配当金の受取額   1,483 3,526 

利息の支払額   △12,271 △8,759 

法人税等の支払額   △20,800 △190,638 

営業活動によるキャッシュ・フロー   481,882 199,539 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

定期預金の預入による支出   ― △200,000 

有形固定資産の取得による支出   △37,468 △35,145 

有形固定資産の売却による収入   360 ― 

無形固定資産の取得による支出   △6,580 ― 

投資有価証券の売却による収入   12 ― 

出資金分配金による収入   22,348 2,297 

その他資産の増減額（増加：△）   △3,849 △3,365 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △25,177 △236,213 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

短期借入金の純増減額（減少：△）   △1,754 △468 

長期借入金の返済による支出   △200,000 △200,000 

自己株式の取得による支出   △4,360 △4,026 

配当金の支払額   0 △20,866 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △206,115 △225,360 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   58 2,977 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）   250,648 △259,057 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高   322,094 572,743 

Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高 ※ 572,743 313,685 

       



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社は全て連結の範囲に含めてお

ります。 

 当該子会社は、北京優鎰特機械有限

公司の1社であります。 

同左 

  

２．持分法の適用に関する事項  持分法適用会社はありません。 同左 

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項 

 北京優鎰特機械有限公司の決算日

は、12月31日であります。連結財務諸

表を作成するにあたっては、3月31日現

在で決算に準じた仮決算を行った財務

諸表を基礎としております。 

 なお、連結決算日との間に発生した

重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。 

同左 

  

４．会計処理基準に関する事項     

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

 ① 有価証券     

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定している。) 

  時価のないもの 

   移動平均法に基づく原価法 

   ただし、投資事業有限責任組合へ

の投資については、組合契約に規定

される決算報告日に応じて入手可能

な最近の決算書を基礎として、持分

相当額を純額で取込む方法によって

おります。 

 ② たな卸資産 

 製品、原材料、仕掛品 

  総平均法による原価法 

 貯蔵品 

  最終仕入原価法 

 ① 有価証券     

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定している。) 

  時価のないもの 

同左 

  

  

  

  

  

  

 ② たな卸資産 

 製品、原材料、仕掛品 

同左 

 貯蔵品 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

① 有形固定資産           

 当社は定率法を、また、在外連結子

会社は当該国の会計基準に基づく定額

法を採用しております。 

 ただし、当社は平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備を除く)

については、定額法によっておりま

す。  

  

① 有形固定資産           

  当社は定率法を採用しております。 

なお、 

・平成19年３月31日以前の取得資産に 

 ついては、残存簿価を10％として償 

 却率を算定しております。 

・平成19年４月１日以降の取得資産に 

 ついては、定額法償却率に2.5を乗 

 じて償却率を算定しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法によっております。 

 また、在外連結子会社は当該国の会計

基準に基づく定額法を採用しておりま

す。  

    なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

   建物及び構築物 

15年～38年 

   機械装置及び運搬具 

  10年～17年 

② 無形固定資産 

 定額法 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。  

  建物及び構築物  

15年～38年  

  機械装置及び運搬具  

10年～17年   

② 無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金       

 売掛金、貸付金等の債権の貸倒損失に

備えるため、一般債権については主とし

て過去の一定期間における貸倒実績から

算出した貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

② 賞与引当金     

 当社は従業員の賞与の支払に充てるた

め、当連結会計年度負担額を計上してお

ります。 

③       － 

          

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  

① 貸倒引当金       

同左  

  

  

  

  

  

  

② 賞与引当金     

        同左 

 

  

 ③ 役員賞与引当金  

 当社は役員の賞与の支払に充てるた

め、当連結会計年度負担額を計上して

おります。  

 (会計処理の変更) 

 当連結会計年度から「役員賞与に関

する会計基準」(企業会計基準委員会 

平成17年11月29日 企業会計基準第４

号)を適用しております。 

 この結果、従来の方法に比べて、営

業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は、それぞれ20,000千円減少

しております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

   ④ 退職給付引当金    

 当社は、従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末における退職

給付債務および年金資産の見込額に基

づき、計上しております。 

 ⑤ 役員退職引当金    

 当社は、役員の退職慰労金の支払に充

てるため、支給内規に基づく期末要支給

額を計上しております。  

 ④ 退職給付引当金  

同左 

  

 

  

 ⑤ 役員退職引当金    

同左 

(4）重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算

の基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、為替

差額は損益として処理しております。 

 なお、在外子会社の資産及び負債、

収益及び費用は子会社の仮決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は少数株主持分及び資本の部にお

ける為替換算調整勘定に含めて計上し

ております。  

同左 

  

  

  

(5）重要なリース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。  

同左 

(6）その他連結財務諸表作成

のための基本となる重要

な事項 

消費税の会計処理について 

 税抜方式によっております。  

消費税の会計処理について 

同左 

５. 連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項  

  連結子会社の資産及び負債について

は、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６．利益処分項目等の取扱いに

関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について、連結会計年度中に確

定した利益処分に基づいて作成してて

おります。  

－ 

７．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及

び現金同等物）の範囲 

 手許現金、随時引出可能な預金および

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。  

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

    前連結会計年度   
 （自 平成17年５月１日 
    至 平成18年４月30日) 

    当連結会計年度   
 （自 平成18年５月１日 
    至 平成19年４月30日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日)を適用しております。こ

れによる損益に与える影響はありません。 

 － 

 － 

  

  

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。これによる損益に与える影響はあり

ません。また、従来の「資本の部」の合計額に相当する額

は2,295,818千円であります。  

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度におけ

る連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により作成

しております。 



表示方法の変更 

  

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

    前連結会計年度   
 （自 平成17年５月１日 
    至 平成18年４月30日) 

    当連結会計年度   
 （自 平成18年５月１日 
    至 平成19年４月30日) 

（連結損益計算書関係） 

１.「投資事業組合利益」は、前連結会計年度まで、営業 

 外収益の「その他」に含めて表示しておりましたが、 

 当連結会計年度において、営業外収益の100分の10を超 

 えたため区分掲記しました。 

  なお、前連結会計年度の「投資事業組合利益」は302 

 千円であります。 

２.「貸倒引当金戻入益」は、前連結会計年度まで、特別 

 利益の「その他」に含めて表示しておりましたが、当 

 連結会計年度において、特別収益の100分の10を超えた 

 ため区分掲記しました。 

  なお、前連結会計年度の「貸倒引当金戻入益」は1千 

 円であります。              

          － 

前連結会計年度 
（平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（平成19年４月30日） 

※１.  連結会計年度末日満期手形  

  連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、当連結会計年度の末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理してお

ります。当連結会計年度末日満期手形の金額は、次

のとおりであります。 

 受取手形  37,580千円 

※１.  連結会計年度末日満期手形  

  連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、当連結会計年度の末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理してお

ります。当連結会計年度末日満期手形の金額は、次

のとおりであります。 

 受取手形  13,227千円 

※２. 有形固定資産の減価償却累計額   

       1,718,825千円 

※２. 有形固定資産の減価償却累計額   

        1,775,849千円 

※３. 担保提供資産及び担保付債務 ※３. 担保提供資産及び担保付債務 

    担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物及び構築物 360,815千円  

土地  392,271千円  

 計 753,087千円  

    担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物及び構築物 346,901千円  

土地  392,271千円  

 計 739,172千円  

    担保対応債務は次のとおりであります。  

一年内返済予定 
長期借入金 200,000千円  

長期借入金 300,000千円  

    担保対応債務は次のとおりであります。  

一年内返済予定
長期借入金 150,000千円  

長期借入金 150,000千円  

※４. 当社の発行済株式総数は以下のとおりでありま

す。 

    普通株式  733.28株 

※４.          － 

     

※５. 自己株式の保有数  

  当社の保有する自己株式の数は以下のとおりであ

ります。 

 普通株式   34.87株 

※５.          － 

  

  



（連結損益計算書関係） 

（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年５月１日 至平成19年４月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）自己株式の増加は端株買取によるものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

(注）平成16年12月27日臨時株主総会決議により、旧商法第280条20及び280条21の規定に基づく新株予約権を発行してお

ります。当該新株予約権の目的となる株式は普通株式126株であります。    

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

 ※１. 販売費及び一般管理費の主要項目は次のとおりで 

   あります。 

 販売手数料 75,802千円 

 貸倒引当金繰入額 344千円 

 給料手当 102,556千円 

 賞与引当金繰入額 38,109千円 

 役員退職引当金繰入額 13,400千円 

 研究開発費 252,725千円 

 ※１. 販売費及び一般管理費の主要項目は次のとおりで 

   あります。 

 販売手数料 72,437千円 

給料手当 113,023千円 

賞与引当金繰入額 43,407千円 

役員賞与引当金繰入額 20,000千円 

 役員退職引当金繰入額 13,500千円 

 研究開発費 244,825千円 

※２. 一般管理費に含まれる研究開発費は、252,725千円

   であります。  

※２. 一般管理費に含まれる研究開発費は、244,825千円

   であります。  

 ※３. 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

 機械装置及び運搬具 62千円 

 ※３.         － 

     

 ※４. 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

 建物及び構築物 11千円 

 機械装置及び運搬具 

 その他 

 218

988

千円 

千円 

     計 1,217千円 

 ※４. 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

 機械装置及び運搬具 

 その他 

   1,220

341

千円 

千円 

     計 1,561千円 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 733.28 － － 733.28 

合計 733.28 － － 733.28 

自己株式        

普通株式 34.87 1.22 － 36.09 

合計 34.87 1.22 － 36.09 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計
年度末残高
（千円） 前連結会

計年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

 提出会社 

（親会社) 

ストック・オプションとし

ての新株予約権（注） 
－ － － － － － 

連結子会社 － － － － － － － 

合計 － － － － － － 



３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年7月28日 

定時株主総会 
普通株式 20,952 30,000 平成18年4月30日 平成18年7月28日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年7月27日 

定時株主総会 
普通株式 20,915 利益剰余金  30,000 平成19年4月30日 平成19年7月30日

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目と金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目と金額との関係 

現金及び預金勘定 484,960千円 

マネー・マネージメント・フ

ァンド（有価証券勘定） 
87,782千円 

現金及び現金同等物 572,743千円 

現金及び預金勘定 425,704千円 

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金 
△200,000千円 

マネー・マネージメント・フ

ァンド（有価証券勘定） 
87,980千円 

現金及び現金同等物 313,685千円 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。 

 
機械装置及び
運搬具 

有形固定資産 
「その他」 

合計 

取得価額
相当額 

73,296千円 21,163千円 94,459千円

減価償却
累計額相
当額 

24,716千円 15,213千円 39,929千円

期末残高
相当額 

48,580千円 5,950千円 54,530千円

             同左 

 
機械装置及び
運搬具 

有形固定資産 
「その他」 

合計 

取得価額
相当額 

73,296千円 21,243千円 94,539千円

減価償却
累計額相
当額 

36,932千円 15,295千円 52,227千円

期末残高
相当額 

36,364千円 5,948千円 42,312千円

    

② 未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高相当額が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。 

１年内 15,187千円 

１年超 39,342千円 

合計 54,530千円 

           同左 

１年内 15,073千円 

１年超 27,239千円 

合計 42,312千円 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取得額、減

価償却費相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取得額、減

価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 16,498千円 

減価償却費相当額 16,498千円 

支払リース料 15,517千円 

減価償却費相当額 15,517千円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

（減損損失について）  

  リース資産に配分された減損損失はありません。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

（減損損失について）  

  リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（自平成17年５月１日 至平成18年４月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

区分 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 
     

① 株式 62,300 237,131 174,830 

② 債券 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

小計 62,300 237,131 174,830 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 
     

① 株式 ― ― ― 

② 債券 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

小計 ― ― ― 

合計 62,300 237,131 174,830 

種類 連結貸借対照表計上額（千円） 

（その他有価証券）  

マネー・マネージメント・ファンド 

投資事業有限責任組合への投資 

87,782 

47,413 



当連結会計年度（自平成18年５月１日 至平成19年４月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

区分 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 
     

① 株式 62,300 206,724 144,423 

② 債券 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

小計 62,300 206,724 144,423 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 
     

① 株式 ― ― ― 

② 債券 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

小計 ― ― ― 

合計 62,300 206,724 144,423 

種類 連結貸借対照表計上額（千円） 

（その他有価証券）  

マネー・マネージメント・ファンド 

投資事業有限責任組合への投資 

87,980 

39,303 



（デリバティブ取引関係）  

１.取引の状況に関する事項  

２.取引の時価等に関する事項 

   前連結会計年度（平成18年４月30日現在） 

   デリバティブ取引の期末残高がないため、該当事項はありません。 

   当連結会計年度（平成19年４月30日現在） 

   デリバティブ取引の期末残高がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

１ 取引の内容 

当社グループの利用しているデリバティブ取引

は、為替予約取引であります。  

１ 取引の内容 

同左 

２ 取引に対する取組方針及び利用目的 

当社グループのデリバティブ取引は、将来の為

替変動によるリスク回避を目的としており、投

機的な取引は行わない方針であります。 

２ 取引に対する取組方針及び利用目的 

同左 

３ 取引に係るリスクの内容 

当社グループのデリバティブ取引は、外貨建金

銭債権の為替変動リスクを回避し、安定的な利

益の確保を図る目的で利用しております。 

３ 取引に係るリスクの内容 

同左 

４ 取引に係るリスクの内容 

為替相場の変動によるリスクは、ほとんどない

と認識しております。  

４ 取引に係るリスクの内容 

同左  

５ 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の執行・管理については、取

引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに

従い、経理担当部門が決裁担当者の承認を得て

行っております。 

５ 取引に係るリスク管理体制 

同左 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の退職金規程を有し、その全額を外部拠出の適格退職年金としております。なお、別

枠として日本プリント回路工業厚生年金基金に加入しております。 

 また、平成19年５月１日を基準日として、適格退職年金を確定拠出年金に移行することを平成19年３月24

日に労使合意をしております。 

２．退職給付債務に関する事項 

  （注）当社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

５．日本プリント回路工業厚生年金基金の年金資産残高のうち当社拠出割合に基づく期末資産残高 

 
前連結会計年度 

（平成18年４月30日） 
当連結会計年度 

（平成19年４月30日） 

① 退職給付債務（千円） △220,930 △251,996 

② 年金資産（千円） 217,348 247,882 

③ 未積立退職給付債務（千円）（①＋②） △3,582 △4,114 

④ 連結貸借対照表計上額（千円） △3,582 △4,114 

⑤ 前払年金費用（千円） ― ― 

⑥ 退職給付引当金（千円）（④－⑤） △3,582 △4,114 

 
前連結会計年度 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

① 適格退職年金制度にかかる退職給付費用 

（千円） 
26,781 30,239 

② 日本プリント回路工業厚生年金基金拠出額 

（千円） 
24,096 26,212 

退職給付費用（千円）（①＋②） 50,878 56,452 

 
前連結会計年度 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

退職給付債務の計算方法  退職給付債務は、退職金

規程に基づく期末自己都合

退職要支給額としておりま

す。  

 退職給付債務は、退職金

規程に基づく期末自己都合

退職要支給額としておりま

す。  

前連結会計年度 
（平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（平成19年４月30日） 

362,338千円      414,713千円 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自平成18年５月１日 至平成19年４月30日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

     （注）株式数に換算して記載しております。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

 
平成16年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

  当社取締役  5名 

  当社監査役  3名 

 当社従業員   20名 

ストック・オプション数（注） 普通株式 126株 

付与日 平成16年12月27日 

権利確定条件 権利確定条件は定めておりません。 

対象勤務期間 対象勤務期間は定めておりません。 

権利行使期間 
 自 平成19年 2月1日 

至 平成26年12月26日 

 
平成16年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）   

前連結会計年度末 － 

付与 － 

失効 － 

権利確定 － 

未確定残 － 

権利確定後      （株）   

前連結会計年度末 126 

権利確定 － 

権利行使 － 

失効 － 

未行使残 126 

 
平成16年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 3,300,000 

行使時平均株価     （円） ― 

公正な評価単価（付与日）（円） ― 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（平成19年４月30日） 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）    

賞与引当金 27,483千円

退職給付引当金 1,448千円

役員退職引当金 64,364千円

有価証券評価損 25,293千円

棚卸資産評価損 17,768千円

未払事業税 12,263千円

その他 13,364千円

繰延税金資産小計 161,983千円

評価性引当額  △372千円

繰延税金資産合計 161,613千円

（繰延税金資産）    

賞与引当金 30,824千円

退職給付引当金 1,663千円

役員退職引当金 69,822千円

有価証券評価損 25,293千円

棚卸資産評価損 10,489千円

未払事業税 7,822千円

その他 18,286千円

繰延税金資産小計 164,201千円

評価性引当額  △70,033千円

繰延税金資産合計 94,168千円

 ２.法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等 

の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の 

５以下であるため、注記を省略しております。 

（繰延税金負債）    

固定資産圧縮積立金 22,628千円

その他有価証券評価差額 71,053千円

繰延税金負債合計 93,682千円

繰延税金資産の純額 67,931千円

     

 ２.法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳 

（繰延税金負債）    

固定資産圧縮積立金 22,502千円

その他有価証券評価差額 58,356千円

繰延税金負債合計 80,859千円

繰延税金資産の純額 13,309千円

     

  (%)

 法定実効税率 40.4 

 （調整）  

 受取配当金で永久に益金に算入 

されない項目 
△0.1

 交際費等永久に損金に算入され 

ない項目 
2.7

 住民税均等割 0.1

 評価性引当額の増減額 21.0

 海外子会社の税率差異 △1.2

 その他 △0.1

 税効果会計適用後の法人税等の 

 負担率 
62.8



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年５月１日 至平成18年４月30日） 

 当社グループは、工業用機器の専門メーカーとして、同一セグメントに属する精機製品・機器製品・機電製品

の製造販売を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成18年５月１日 至平成19年４月30日） 

 当社グループは、工業用機器の専門メーカーとして、同一セグメントに属する精機製品・機器製品・機電製品

の製造販売を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため、該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年５月１日 至平成18年４月30日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占め

る割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成18年５月１日 至平成19年４月30日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占め

る割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成17年５月１日 至平成18年４月30日） 

    （注）１．国または地域は、地理的接近度により区分しております。 

     ２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりです。   

      (1)東南アジア・・・韓国、中国、台湾、その他アジア 

      (2)北米・・・米国、カナダ 

      (3)欧州・・・デンマーク、イタリア、その他 

 ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

当連結会計年度（自平成18年５月１日 至平成19年４月30日） 

    （注）１．国または地域は、地理的接近度により区分しております。 

     ２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりです。   

      (1)東南アジア・・・韓国、中国、台湾、その他アジア 

      (2)北米・・・米国、カナダ 

      (3)欧州・・・デンマーク、イタリア、その他 

 ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

  東南アジア 北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 1,182,756 267,285 19,265 9,891 1,479,199 

Ⅱ 連結売上高（千円） ― ― ― ― 2,856,207 

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
41.4 9.4 0.7 0.3 51.8 

  東南アジア 北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 1,086,825 216,199 16,897 15,067 1,334,988 

Ⅱ 連結売上高（千円） ― ― ― ― 2,820,441 

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
38.5 7.7 0.6 0.5 47.3 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年５月１日 至平成18年４月30日） 

     該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成18年５月１日 至平成19年４月30日） 

     該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

１株当たり純資産額 3,177,289円48銭

１株当たり当期純利益 276,115円51銭

１株当たり純資産額 3,334,723円64銭

１株当たり当期純利益 170,522円75銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、新株予約権を発行しておりますが、当社は非上

場であり、期中平均株価の算定が困難なため記載して

おりません。 

 同左 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

当期純利益（千円） 213,069 118,943 

普通株主に帰属しない金額（千円） 20,000 ― 

普通株式に係わる当期純利益（千円） 193,069 118,943 

普通株式の期中平均株式数（株） 699.23 697.52 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含ま

れなかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類（新株予約権

の目的となる株式の数 126株） 

詳細については、「第４ 提出

会社の状況 １.株式等の状況 

(２)新株予約権等の状況 に記

載のとおりであります。 

同左 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

  該当事項はありません。  １．資本金の額の減少について 

    当社は、平成19年7月27日開催の株主総会決議におい 

 て、資本金の額の減少について承認されております。  

  （1）資本金の額の減少の理由 

   当社自己株式の取得に充当するためであります。 

  （2）減少する資本金の額 

   平成19年４月30日現在の資本金の額1,005,400千円を 

  700,000千円減少して、305,400千円とし、減少する資本 

    金の額700,000千円は「その他資本剰余金」に計上する。 

  （3）資本金の額の減少がその効力を生ずる日 

   平成19年９月14日（予定） 

 ２．資本準備金の額の減少について 

    当社は、平成19年7月27日開催の株主総会決議におい 

 て、資本準備金の額の減少について承認されております。  

   (1) 資本準備金の額の減少の理由 

   当社自己株式の取得に充当するためであります。 

   (2) 減少する資本準備金の額 

   平成19年４月30日現在の資本準備金の額251,350千円 

  を全額減少して0円とする。 

   減少する資本準備金の額251,350千円は「その他資本 

  剰余金」に計上する。 

   (3) 資本準備金の額の減少がその効力を生ずる日 

   平成19年９月14日（予定） 

 
３．特定の株主からの自己株式の取得について 

    当社は、平成19年7月27日開催の株主総会決議におい 

 て、会社法第156条及び第160条の規定により、特定の者 

 から自己株式取得について、次のとおり承認を得ており 

 ます。 

  （1）取得する株式の種類 

     普通株式 

  （2）取得する株式の数  

     上限468株   

  （3）取得価額の総額 

     上限1,684,800千円 

  （4）取得する相手方 

     野村プリンシパル・ファイナンス株式会社  

  （5）株式を取得することができる期間 

     本総会終結の時から１年以内    



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

(注)１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金(１年以内返済予定のものを除く)の連結貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下の 

とおりであります。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。  

区分 前期末残(千円) 当期末残(千円) 平均利率(%) 返済期限 

 短期借入金 448 ― ― ― 

 １年以内返済予定の 

 長期借入金 
200,000 150,000 1.97 ― 

 長期借入金 (１年以内 

 返済予定のものを除く) 
300,000 150,000 1.85 

 平成20年10月から

 平成21年10月まで

 その他の有利子負債 ― ― ― ― 

 計 500,448 300,000 ― ― 

  １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 

長期借入金 

（千円） 
100,000 50,000 ― ― 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
第３９期 

（平成18年４月30日） 
第４０期 

（平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     487,631     433,120  

２．受取手形 ※６    163,003     175,144  

３．売掛金 ※２    459,768     461,718  

４．有価証券     87,782     87,980  

５．製品     220,242     177,396  

６．原材料     106,947     155,970  

７．仕掛品     287,764     288,449  

８．貯蔵品     1,041     1,058  

９．繰延税金資産     60,950     55,037  

10．その他の流動資産     4,659     7,138  

貸倒引当金     △1,035     △739  

流動資産合計     1,878,757 57.0   1,842,276 57.9 

Ⅱ 固定資産              

(1）有形固定資産              

１．建物 ※１ 1,173,382     1,180,281    

減価償却累計額   △774,021 399,361   △801,015 379,265  

２．構築物 ※１ 66,963     69,163    

減価償却累計額   △57,244 9,719   △58,479 10,684  

３．機械及び装置   725,836     730,372    

減価償却累計額   △637,479 88,356   △651,487 78,885  

４．車両及び運搬具   2,870     2,870    

減価償却累計額   △2,726 143   △2,726 143  

５．工具・器具及び備品   283,181     293,117    

減価償却累計額   △242,089 41,091   △254,189 38,927  

６．土地 ※１   436,274     436,274  

有形固定資産合計     974,947 (29.6)  944,181 (29.7)

(2）無形固定資産              

１．ソフトウェア     16,037     10,769  

２．電話加入権     1,889     1,889  

３．施設利用権     2,731     2,673  

無形固定資産合計     20,658 (0.6)  15,331 (0.5)

 



   
第３９期 

（平成18年４月30日） 
第４０期 

（平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

(3）投資その他の資産              

１．投資有価証券     284,544     246,028  

２．関係会社出資金     21,366     21,366  

３．繰延税金資産     6,656     －  

４．保険積立金     103,058     107,030  

５．差入保証金     4,137     3,965  

６．その他の投資     3,696     3,262  

貸倒引当金     △6     △3,136  

投資その他の資産合計     423,453 (12.8)  378,516 (11.9)

固定資産合計     1,419,058 43.0   1,338,029 42.1 

資産合計     3,297,816 100.0   3,180,306 100.0 

               

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．買掛金     85,181     84,698  

２．一年内返済予定の長期借
入金 

※１   200,000     150,000  

３．未払金     29,962     10,369  

４．未払費用     66,262     77,911  

５．未払法人税等     151,086     103,034  

６．前受金     259     2,023  

７．預り金     7,668     7,368  

８．賞与引当金     67,977     76,242  

９. 役員賞与引当金     －     20,000  

流動負債合計     608,398 18.4   531,648 16.7 

Ⅱ 固定負債              

１．長期借入金 ※１   300,000     150,000  

２．退職給付引当金     3,582     4,114  

３．役員退職引当金     159,200     172,700  

４．繰延税金負債      －     44,302  

固定負債合計     462,782 14.0   371,116 11.7 

負債合計     1,071,180 32.5   902,765 28.4 

               
 



   
第３９期 

（平成18年４月30日） 
第４０期 

（平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※３   1,005,400 30.5   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

１．資本準備金   251,350     －    

２．その他資本剰余金              

(1）資本金及び資本準備金
減少差益 

  567,079     －    

資本剰余金合計     818,429 24.8   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

 １．当期未処分利益   463,631     －    

利益剰余金合計     463,631 14.1   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     104,691 3.2   － － 

Ⅴ 自己株式 ※５   △165,515 △5.0   － － 

資本合計     2,226,636 67.5   － － 

負債及び資本合計     3,297,816 100.0   － － 

               
 



   
第３９期 

（平成18年４月30日） 
第４０期 

（平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   1,005,400 31.6 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     251,350     

(2）その他資本剰余金   －     567,079     

資本剰余金合計      － －   818,429 25.7 

３．利益剰余金               

（1）その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   －     537,269     

利益剰余金合計      － －   537,269 16.9 

４．自己株式     － －   △169,541 △5.3 

株主資本合計      － －   2,191,557 68.9 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１. その他有価証券評価差額
金 

    － －   85,982 2.7 

評価・換算差額等合計      － －   85,982 2.7 

純資産合計      － －   2,277,540 71.6 

負債純資産合計      － －   3,180,306 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
第３９期 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

第４０期 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     2,812,115 100.0   2,786,487 100.0 

Ⅱ 売上原価              

１．期首製品たな卸高   225,931     220,242    

２．当期製品製造原価   1,670,434     1,570,115    

合計   1,896,365     1,790,358    

３．他勘定振替高 ※１ 15,456     △35,455    

４．期末製品たな卸高   220,242 1,660,666 59.1 177,396 1,648,417 59.1 

売上総利益     1,151,448 40.9   1,138,069 40.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

１．販売手数料   101,090     86,094    

２．荷造運賃   39,311     37,569    

３．広告宣伝費   11,137     8,193    

４．役員報酬   71,560     71,760    

５．給与手当   123,941     137,290    

６．退職給付費用   6,614     8,535    

７．福利厚生費   5,075     8,972    

８．賞与引当金繰入額   38,109     42,332    

９．役員賞与引当金繰入額   －     20,000    

10．役員退職引当金繰入額   13,400     13,500    

11．通信費   6,131     5,684    

12．賃借料   6,602     5,597    

13．保険料   7,007     5,642    

14．消耗品費   4,840     4,247    

15．支払手数料   48,553     38,093    

16．租税公課   10,832     10,089    

17．旅費交通費   28,187     29,066    

18．研究開発費  ※２ 252,725     244,825    

19．減価償却費   7,756     6,869    

20．接待交際費   2,671     1,822    

21．その他   16,300 801,849 28.5 16,873 803,060 28.8 

営業利益     349,599 12.4   335,009 12.0 

 



   
第３９期 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

第４０期 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   27     1,338    

２．受取配当金   1,536     2,183    

３．為替差益   －     1,442    

４．雑収入   14,650 16,214 0.6 10,084 15,048 0.5 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   13,129     9,738    

２．売上割引   6,634     6,410    

３．為替差損   1,596     －    

４．投資事業組合出資金運用
損 

  4,908     4,768    

５．雑支出   1,400 27,669 1.0 0 20,917 0.7 

経常利益     338,144 12.0   329,139 11.8 

Ⅵ 特別利益              

１. 貸倒引当金戻入   －     302    

２．固定資産売却益 ※３ 62 62 0.0 － 302 0.0 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産除却損 ※４ 1,217     1,561    

２．貸倒引当金繰入額   － 1,217 0.0 3,136 4,697 0.1 

税引前当期純利益     336,988 12.0   324,744 11.6 

法人税、住民税及び事業
税 

  163,648     140,584    

法人税等調整額   △33,561 130,086 4.6 69,569 210,153 7.5 

当期純利益     206,901 7.4   114,590 4.1 

前期繰越利益     256,729     －  

当期未処分利益     463,631     －  

               



製造原価明細書 

（注）原価計算の方法は、予定原価に基づく実際総合原価計算を採用しております。なお、予定原価と実際原価 

   との差額は期末において、売上原価、製品及び仕掛品に調整配賦計算を行っております。 

  

   
第３９期 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

第４０期 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費   572,630 35.8 539,539 33.4 

Ⅱ 労務費   354,825 22.2 371,976 23.0 

Ⅲ 経費 ※１ 670,012 42.0 705,552 43.6 

当期総製造費用   1,597,468 100.0 1,617,068 100.0 

期首仕掛品たな卸高   386,967   287,764  

合計   1,984,436   1,904,832  

仕掛品他勘定振替高 ※２ 26,238   46,266  

期末仕掛品たな卸高   287,764   288,449  

当期製品製造原価   1,670,434   1,570,115  

           

第３９期 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

第４０期 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

※１．主な内訳は、次のとおりであります。 ※１．主な内訳は、次のとおりであります。 

  （千円）

外注加工費 499,743 

減価償却費 46,682 

  （千円）

外注加工費 530,499 

減価償却費 46,228 

※２．仕掛品他勘定振替高の内訳は、次のとおりであり

ます。 

※２．仕掛品他勘定振替高の内訳は、次のとおりであり

ます。 

  （千円）

研究開発費振替 26,238 

  （千円）

研究開発費振替 46,266 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

 
第３９期  

( 株主総会承認日 
平成18年７月28日)  

区分 金額（千円）  

Ⅰ 当期未処分利益   463,631 

Ⅱ 利益処分額    

１．配当金 20,952  

２．役員賞与金 

   （うち監査役賞与金) 

   20,000 

    （2,000） 

  
  

40,952 

 Ⅲ 次期繰越利益   422,679 



株主資本等変動計算書 

第４０期（自 平成18年5月1日 至 平成19年４月30日） 

 (注)平成18年７月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  株主資本 

 
資本金 

  

  資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
  

株主資本合計 
  資本準備金 その他資本剰余金 

その他利益剰余金 

 繰越利益剰余金 

平成18年４月30日残高 
 （千円） 

1,005,400 251,350 567,079 463,631 △165,515 2,121,945 

事業年度中の変動額            

剰余金の配当(注）       △20,952   △20,952 

役員賞与(注）       △20,000   △20,000 

当期純利益       114,590   114,590 

自己株式の取得         △4,026 △4,026 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

            

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

― ― ― 73,638 △4,026 69,612 

平成19年４月30日残高 
（千円） 

1,005,400 251,350 567,079 537,269 △169,541 2,191,557 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年４月30日 残高 
（千円） 

104,691 104,691 2,226,636 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当(注）   － △20,952 

役員賞与(注）   － △20,000 

当期純利益   － 114,590 

自己株式の取得   － △4,026 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△18,708 △18,708 △18,708 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△18,708 △18,708 50,904 

平成19年４月30日 残高 
（千円） 

85,982 85,982 2,277,540 



重要な会計方針 

項目 
第３９期 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

第４０期 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

  時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法 

 ただし、投資事業責任組合への投

資については、組合契約に規定され

る決算報告日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎として、持分相当

額を純額で取込む方法により算定し

ております。 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）製品、原材料、仕掛品 

総平均法に基づく原価法 

(1）製品、原材料、仕掛品 

同左 

  (2）貯蔵品 

最終仕入原価法 

(2）貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては定額法。 

  

  

  

  

  

  

  

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

(1）有形固定資産 

 定率法 

   なお、 

・平成19年３月31日以前の取得資産に 

 ついては、残存簿価を10％として償 

 却率を算定しております。 

・平成19年４月１日以降の取得資産に 

 ついては、定額法償却率に2.5を乗 

 じて償却率を算定しております。 

  ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につい

ては、定額法によっております。 

  なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

  建物        17年～38年 

機械及び装置    10年～17年 

 建物        17年～38年 

 機械及び装置    10年～17年 

  (2）無形固定資産 

定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売掛金、貸付金等の債権の貸倒損失

に備えるため、一般債権については過

去の一定期間における貸倒実績から算

出した貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に充てるため、

当期に負担すべき支給見込額を計上し

ております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 



会計処理方法の変更 

  

項目 
第３９期 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

第４０期 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

  (3）       － 

  

(3）役員賞与引当金 

 当社は、役員の賞与の支払に充てるた

め、当期に負担すべき支給見込額を計上し

ております。  

(会計方針の変更)  

 当事業年度より、「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平成17年

11月29日 企業会計基準第4号）を適用し

ております。 

これにより、営業利益、経常利益および税

引前当期純利益はそれぞれ20,000千円減少

しております。 

  (4）退職給付引当金 

 当社は、従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給付債務お

よび年金資産に基づき、計上しており

ます。 

(4）退職給付引当金 

同左 

  (5）役員退職引当金 

 当社は、役員の退職慰労金の支払に

充てるため、支給内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

(5）役員退職引当金 

同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

 消費税等の会計処理について 

  税抜方式によっております。 

 消費税等の会計処理について 

         同左 

    第３９期   
 （自 平成17年５月１日 
    至 平成18年４月30日) 

    第４０期   
 （自 平成18年５月１日 
    至 平成19年４月30日) 

 (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会

計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日)を適用しております。これによる損益に与

える影響はありません。 

－ 

           －  

  

  

  

  

  

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」(企業会計基準第5号 平成17年12月9日)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の運

用指針」(企業会計基準適用指針第8号 平成17年12月9日)

を適用しております。これによる損益に与える影響はあり

ません。また、従来の「資本の部」の合計額に相当する額

は「純資産の部」の合計額と同額であります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

第３９期 
（平成18年４月30日） 

第４０期 
（平成19年４月30日） 

※１．担保資産 ※１．担保資産 

 一年内返済予定の長期借入金200.000千円及び長期

借入金300,000千円の担保として供しているものは以

下のとおりであります。 

 一年内返済予定の長期借入金150,000千円及び長期

借入金150,000千円の担保として供しているものは以

下のとおりであります。 

建物 351,803千円 

構築物 9,012千円 

土地 392,271千円 

計 753,087千円 

建物 336,855千円 

構築物 10,046千円 

土地 392,271千円 

計 739,172千円 

 ※２. 関係会社に対する項目  

    売掛金    56,032千円 

※３．授権株式数 普通株式 2,500株 

  発行済株式総数 普通株式 733.28株 

 ※２. 関係会社に対する項目  

    売掛金   44,098千円 

※３． － 

 

 ４．配当制限  ４． － 

 有価証券等の時価評価により、純資産額が104,691

千円増加しております。 

 当該金額は商法施行規則第124条第３号の規定によ

り、配当に充当することが制限されております。 

 

 ※６．期末日満期手形の会計処理については、当期末日は

   金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われたも

   のとして処理しております。当期末日満期手形の金額

   は、次のとおりであります。 

     受取手形  37,580千円 

※５．自己株式の保有数 普通株式 34.87株 

 ※６．期末日満期手形の会計処理については、当期末日は

   金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われたも

   のとして処理しております。当期末日満期手形の金額

   は、次のとおりであります。 

     受取手形  13,277千円 

※５． － 

第３９期 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

第４０期 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

※１.他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

販売費振替 15,456千円 

   計 15,456千円 

※１.他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

販売費振替 7,232千円 

研究開発費振替  △42,687千円 

   計 △35,455千円 

※２．一般管理費に含まれる研究開発費の総額は252,725

 千円であります。 

※２．一般管理費に含まれる研究開発費の総額は244,825

 千円であります。 

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

機械及び装置 62千円 

 ※３．         － 

     

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 11千円 

機械及び装置  218千円 

什器・備品  988千円 

計 1,217千円 

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

機械及び装置  1,220千円 

什器・備品  341千円 

計 1,561千円 



（株主資本等変動計算書関係） 

第４０期（自平成18年５月１日 至平成19年４月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）自己株式の増加は端株買取によるものであります。 

  

（リース取引関係） 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 34.87 1.22 － 36.09 

合計 34.87 1.22 － 36.09 

第３９期 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

第４０期 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  機械装置 
工具・器具及
び備品 

合計 

取得価額
相当額 

73,296千円 21,163千円 94,459千円

減価償却
累計額相
当額 

24,716千円 15,213千円 39,929千円

期末残高
相当額 

48,580千円 5,950千円 54,530千円

  機械装置 
工具・器具及
び備品 

合計 

取得価額
相当額 

73,296千円 21,243千円 94,539千円

減価償却
累計額相
当額 

36,932千円 15,295千円 52,227千円

期末残高
相当額 

36,364千円 5,948千円 42,312千円

  （注）なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しております。 

  （注）  同左 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 15,187千円 

１年超 39,342千円 

合計 54,530千円 

１年内 15,073千円 

１年超 27,239千円 

合計 42,312千円 

  （注）なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。 

  （注）  同左 

③ 支払リース料,リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

③ 支払リース料,リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 16,498千円 

減価償却費相当額 16,498千円 

支払リース料 15,517千円 

減価償却費相当額 15,517千円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 （減損損失について） 

  リース損失に配分された減損損失はありません。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

 （減損損失について） 

  リース損失に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

第３９期（自平成17年５月１日 至平成18年４月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

第４０期（自平成18年５月１日 至平成19年４月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

第３９期 
（平成18年４月30日） 

第４０期 
（平成19年４月30日） 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（繰延税金資産）    

賞与引当金 27,483千円

退職給付引当金 1,448千円

役員退職引当金 64,364千円

有価証券評価損 25,293千円

棚卸資産評価損 17,768千円

未払事業税 12,263千円

その他 12,667千円

繰延税金資産合計 161,289千円

（繰延税金資産）    

賞与引当金 30,824千円

退職給付引当金 1,663千円

役員退職引当金 69,822千円

有価証券評価損 25,293千円

棚卸資産評価損 10,489千円

未払事業税 7,822千円

その他 15,500千円

繰延税金資産小計 161,416千円

評価性引当額  △69,822千円

 繰延税金資産合計 91,593千円

（繰延税金負債）    

固定資産圧縮積立金 △22,628千円

その他有価証券評価差額 △71,053千円

繰延税金負債合計 △93,682千円

繰延税金資産の純額 67,607千円

（繰延税金負債）    

固定資産圧縮積立金 △22,502千円

その他有価証券評価差額 △58,356千円

繰延税金負債合計 △80,859千円

繰延税金資産の純額 10,734千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の 

 負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下

であるため、注記を省略しております。 

  (%)

 法定実効税率 40.4 

 （調整）  

 受取配当金で永久に益金に算入 

 されない項目 
△0.1

 交際費等永久に損金に算入され 

 ない項目 
2.8

 住民税均等割 0.1

 評価性引当額の増減額 21.5

 税効果会計適用後の法人税等の 

 負担率 
64.7



（１株当たり情報） 

（注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

第３９期 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

第４０期 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

１株当たり純資産額 3,159,505円78銭

１株当たり当期純利益 267,295円50銭

１株当たり純資産額 3,266,734円10銭

１株当たり当期純利益  164,282円56銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、新株予約権を発行しておりますが、当社は非上

場であり、期中平均株価の算定が困難なため記載してお

りません。 

同左 

項目 
第３９期 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

第４０期 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

当期純利益（千円） 206,901 114,590 

普通株主に帰属しない金額（千円） 20,000 ― 

 (うち利益処分による役員賞与金） (20,000) ―  

普通株式に係わる当期純利益（千円） 186,901 114,590 

普通株式の期中平均株式数（株） 699.23 697.52 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含まれな

かった潜在株式の概要 

新株予約権 種類（新株予約権

の目的となる新株の数 126株） 

詳細については、「第４ 提出会

社の状況 １.株式等の状

況 （２）新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。 

同左 



（重要な後発事象） 

第３９期 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

第４０期 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

 該当事項はありません。  １．資本金の額の減少について 

    当社は、平成19年7月27日開催の株主総会決議におい 

 て、資本金の額の減少について承認されております。  

  （1）資本金の額の減少の理由 

   当社自己株式の取得に充当するためであります。 

  （2）減少する資本金の額 

   平成19年４月30日現在の資本金の額1,005,400千円を 

  700,000千円減少して、305,400千円円とし、減少する 

  資本金の額700,000千円は「その他資本剰余金」に計上 

    する。 

  （3）資本金の額の減少がその効力を生ずる日 

   平成19年９月14日（予定） 

 ２．資本準備金の額の減少について 

   当社は、平成19年7月27日開催の株主総会決議におい 

 て、資本準備金の額の減少について承認されております。  

  (1) 資本準備金の額の減少の理由 

   当社自己株式の取得に充当するためであります。 

  (2) 減少する資本準備金の額 

   平成19年４月30日現在の資本準備金の額251,350千円 

  を全額減少して0円とする。 

  減少する資本準備金の額251,350千円は「その他資本 

  剰余金」に計上する。 

  (3) 資本準備金の額の減少がその効力を生ずる日 

   平成19年９月14日（予定） 

  ３．特定の株主からの自己株式の取得について 

  当社は、平成19年7月27日開催の株主総会決議におい 

て、会社法第156条及び第160条の規定により、特定の者 

から自己株式取得について、次のとおり承認を得ており 

ます。 

  （1）取得する株式の種類 

     普通株式 

  （2）取得する株式の数  

     上限468株   

  （3）取得価額の総額 

     上限1,684,800千円 

  （4）取得する相手方 

     野村プリンシパル・ファイナンス株式会社  

  （5）株式を取得することができる期間 

     本総会終結の時から１年以内    



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額(千円）

投資有価証券 その他有価証券 

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・

グループ 
46.12 57,650 

株式会社北國銀行 80,000 42,080 

東京エレクトロン株式会社 6,600 55,176 

京セラ株式会社 2,100 24,507 

フルサト工業株式会社 9,065 15,664 

杉本商事株式会社 4,600 8,629 

トラスコ中山株式会社 1,001 2,407 

凸版印刷株式会社 500 610 

計 103,912.12 206,724 



【その他】 

【有形固定資産等明細表】 

【引当金明細表】 

（注） 貸倒引当金の当期減少額の「その他」欄の金額は、洗替えによるものであります。 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 貸借対照表計上額(千円）

有価証券 その他有価証券 

野村證券投資信託委託 

マネーマネージメントファンド 

 

87,980,686 

  

87,980 

小計 87,980,686 87,980 

   
ＭＵハンズオンキャピタル株式会社  

THCミレニアム投資事業有限責任組合 

  

1 

  

38,871 

投資有価証券  その他有価証券  
未来証券株式会社 

みらい21A-1号投資事業組合  

  

2 

  

432 

            小計  3 39,303 

 計 887,980,689 127,284 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産              

建物 1,173,382 6,898 ― 1,180,281 801,015 26,994 379,265 

構築物 66,963 2,200 ― 69,163 58,479 1,235 10,684 

機械及び装置 725,836 7,680 3,144 730,372 651,487 15,931 78,885 

車両及び運搬具 2,870 ― ― 2,870 2,726 ― 143 

工具・器具及び備品 283,181 16,756 3,820 293,117 254,189 18,579 38,927 

土地 436,274 ― ― 436,274 ― ― 436,274 

有形固定資産計 2,688,508 33,536 9,965 2,712,079 1,767,898 62,740 944,181 

無形固定資産              

ソフトウエア 29,903 ― ― 29,903 19,133 5,268 10,769 

電話加入権 1,889 ― ― 1,889 ― ― 1,889 

施設利用権 3,987 ― ― 3,987 1,314 58 2,673 

無形固定資産計 35,780 ― ― 35,780 20,448 5,326 15,331 

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 1,041 3,875 ― 1,041 3,875 

賞与引当金 67,977 76,242 67,977 ― 76,242 

役員賞与引当金 ― 20,000 ― ― 20,000 

役員退職引当金 159,200 13,500 ― ― 172,700 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 837 

預金  

当座預金 58,078 

普通預金 2,083 

通知預金 170,000 

定期預金 200,000 

別段預金 1,569 

郵便貯金  551 

小計 432,282 

合計 433,120 

相手先 金額（千円） 

 株式会社 住友金属ファインテック 122,681 

 岩谷産業 株式会社 24,248 

 秋田住友ベーク 株式会社 7,195 

 山勝工業 株式会社 3,853 

 東海商事 株式会社 3,378 

 その他 13,787 

合計 175,144 

期日別 金額（千円） 

１ヶ月以内 35,838 

２ヶ月以内 6,634 

３ヶ月以内 70,027 

４ヶ月以内 54,879 

５ヶ月以内 7,765 

合計 175,144 



③ 売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には、消費税等が含まれております。 

④ 製品 

⑤ 原材料 

⑥ 仕掛品 

相手先 金額（千円） 

 北京ＵＨＴ（中国） 44,098 

 LARGETECH CO.,LTD.（台湾） 42,337 

 CETC INTERNATIONAL （中国） 41,779 

 INNOCHIPS TECH （韓国） 40,000 

 株式会社 ヨコオ 39,847 

 その他 253,655 

合計 461,718 

前期繰越額 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越額 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A） (B） (C） (D） 
(C) 

───── 
(A)＋(B) 

× 100 

(A)＋(D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

459,768 2,890,972 2,889,022 461,718 86.22 58.17 

区分 金額（千円） 

精機製品 27,466 

機器製品 24,777 

機電製品 125,152 

合計 177,396 

区分 金額（千円） 

材料 155,970 

合計 155,970 

区分 金額（千円） 

精機仕掛品 45,507 

機器仕掛品 60,395 

機電仕掛品 182,546 

合計 288,449 



⑦ 貯蔵品 

⑧ 買掛金 

 ⑨ 一年以内返済予定の長期借入金 

  ⑩ 長期借入金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 金額（千円） 

用度品 1,058 

合計 1,058 

相手先 金額（千円） 

 名古屋電気 株式会社 10,561 

 ビッグラダー 株式会社 6,589 

 株式会社 シミズシンテック 4,142 

 日本トムソン 株式会社 3,689 

 株式会社 久永洋行 3,659 

 その他 56,055 

合計 84,698 

 相手先 金額（千円） 

 株式会社 北國銀行 100,000 

 株式会社 三菱東京ＵＦＪ銀行 50,000 

合計 150,000 

 相手先 金額（千円） 

 株式会社 北國銀行 150,000 

合計 150,000 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注） 当社は旧商法第220条ノ２第１項に規定する端株原簿を作成しております。 

事業年度 ５月１日から４月30日まで 

定時株主総会 ７月中 

基準日 ４月30日 

株券の種類 ――― 

剰余金の配当の基準日 
10月31日 

４月30日 

１単元の株式数 ――― 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 官報 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 該当事項はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書の提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第39期）（自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日）平成18年７月28日東海財務局長に提出 

(2）半期報告書 

（第40期中）（自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日）平成19年１月30日東海財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

      平成１８年７月２８日

Ｕ Ｈ Ｔ 株式会社      

  取 締 役 会  御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  岸 沢   修   印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  瀧 沢  宏 光  印 

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるＵＨＴ株式会社の平成１７年５月１日から平成１８年４月３０日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細

表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。

監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果

として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ＵＨＴ株式会社及び連結子会社の平成１８年４月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会 

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報 

  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から固定資産 

  の減損に係る会計基準を適用しているため、この会計基準により連結財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

   ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出  

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

      平成１９年７月２７日

Ｕ Ｈ Ｔ 株式会社      

  取 締 役 会  御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  岸 沢   修   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  瀧 沢  宏 光  印 

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るＵＨＴ株式会社の平成１８年５月１日から平成１９年４月３０日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属

明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ＵＨＴ株式会社及び連結子会社の平成１９年４月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年7月27日開催の定時株主総会において、資本金の額減

少および資本準備金の額減少並びに特定の株主からの自己株式取得について承認を得た。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

   ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

      平成１８年７月２８日

Ｕ Ｈ Ｔ 株式会社      

  取 締 役 会  御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  岸 沢   修   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  瀧 沢  宏 光  印 

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるＵＨＴ株式会社の平成１７年５月１日から平成１８年４月３０日までの第３９期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

ＵＨＴ株式会社の平成１８年４月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているた

め、この会計基準により財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

   ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出  

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

      平成１９年７月２７日

Ｕ Ｈ Ｔ 株式会社      

  取 締 役 会  御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  岸 沢   修   印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  瀧 沢  宏 光  印 

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるＵＨＴ株式会社の平成１８年５月１日から平成１９年４月３０日までの第４０期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、Ｕ

ＨＴ株式会社の平成１９年４月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年7月27日開催の定時株主総会において、資本金の額減

少および資本準備金の額減少並びに特定の株主からの自己株式取得について承認を得た。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

   ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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